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監査妨害

 企業は行政当局のいうことに素直に従う良い子
だと想定してきた。

 しかし、素直ないい企業ばかりが世の中にいる
わけではない。

 実際、企業は様々な手段を用いて行政当局の
監査活動を妨害できる。
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そんなにごちゃごちゃ言うなら弁護士と
話をしてくれ！ Kambhu （1989）

 企業は罰則を低下させるため、２つの手段を利
用できる。

1. 違反を起こさないように環境対策に励む、或い
は万一違反を犯してしまっても大きな違反となら
ないよう環境対策に励む。

2. 環境対策に励む分のお金を使って違反が見つ
からないように画策する、或いは万一違反が見
つかってしまっても大した罪にならない様に弁護
士にお金を支払う。
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違反の発見可能性

 企業はお金を使って、行
政の監査活動に影響を与
えられる。

  = （m, h）
 β = 監査を受け違反が認定

される確率

 m = 行政の監査水準

 h = 妨害工作活動への支
出（監査妨害費用，弁護士
代金，帳簿の改善費用な
ど） m

β

企業が一定水準の違反をしてい
る場合、どれ位の確率で違反が
発見されるか。

β（m, h0 ）

β（m, h1 ）

βｍ＞０，βmm＜0
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妨害工作の効力

h

β
βｈ＜０，βhh＞0

h

βh

 hが増加すると、
βh が低下する。

妨害工作の単位あ
たり効力は工作水
準が上昇するにつ
れて減少する。
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期待罰金額

 s= 対策基準

 a = 環境対策水準

 環境対策水準が対策基準に満たない（s  a  0）場
合、違反と見なされる。

 f = 罰金単価

 予想される罰金額

 F = f・（m, h）・（s  a） 違反 s  a  0
= 0 順守 s  a  0
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環境対策費用

 C（a） = 環境対策費用

 a = 環境対策水準
 対策を強化すると費用

が増加する。
 Ca  0

 限界費用は環境対策
が進むにつれ増加する。
 Caa  0
 aが増加すると、 Ca が
増加する。 a

C(a) C(a)
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企業の費用 W（a, h）
 違反をするケース（s  a  0）
 W（a, h） = C（a） + ｆ ・（m, h）・（s  a） + h

= 環境対策費用 + 期待罰金額 + 工作費用

 順守をするケース（s  a  0）
 W（a, h） = C（a） + h

= 環境対策費用 + 工作費用

 企業は費用がもっとも安くなるよう、環境対策水
準と工作費用を a* と h* に調整する。
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費用最小化の条件

 違反をするケース（s  a  0）
 W（a, h） = C（a） + ｆ ・（m, h）・（s  a） + h

 条件１： ca － f ・ （m, h） = 0
 環境対策水準を増加させるための限界費用（ca ）が、それ
による罰金額の減少額（ f・ （m, h） ）と一致する。

 条件２： ｆ ・（s－a）・βh + 1 = 0
 工作活動を強化するための費用（１）が、それによる罰金
額の減少額（ｆ ・（s－a）・βh ）と一致する。

 βh ＝工作活動を強化することによって違反認定される確
率の減少率
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政策変数

 行政は、対策基準（s）、罰則金単価（ｆ）、および
監査水準（m）を調整し、企業の活動に影響を与
えることができる。

 これらをどの様に調整すれば、望ましい結果を
導くことができるだろうか？

 これを調べるために、Kambhu（1989）は比較静
学を行っている。
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対策基準強化の影響

 罰則金単価（f）と監査水準（m）を一定水準に維持したまま、対策基準
を強化すると、企業の環境対策水準は低下する！

 s ↑ ⇒ a* ↓
 対策基準を守らないだけでなく、対策基準が強化されると、もとの環

境対策水準よりも環境対策水準を低下させる。

 どうして？

 対策基準の強化 S ↑
⇒ 環境対策費の相対価格が上昇

⇒ 違法活動の相対価格が低下

⇒ 監査妨害の支出拡大 ｈ ↑
⇒ 期待罰則額の低下 Ｆ ↓
⇒ 環境対策低下 a* ↓ 
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一応確認

 条件２： ｆ ・（s－a）・βh + 1 = 0
 ｓ が増加すると、（s－a）も増加する。

 f が変化しないようなら、条件２が満たされるには、 βh
が低下する必要がある。

 それには h が増加する必要がある。

 条件１： ca － f ・ （m, h） = 0
 ｈ が増加すると、（m, h） は低下する。

 f が変化しないようなら、条件1が満たされるには、 ca
が低下する必要がある。

 それには a が低下する必要がある。
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環境対策を強化させるには？

 企業が監査妨害をできる時、場合によっては対
策基準の緩和が、企業の環境対策の低下につ
ながる。

 罰則金単価（f）と監査水準（m）を増加させない
限り、企業に特定の対策基準（so）以上の環境
対策を促すことはできない。
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罰則基準の強化の影響

 罰則金の増加によって、必ずしも順守水準は増
加しない。

 むしろ、罰則金を増加させることによって順守水
準が低下してしまうことがある。

 f ↑ ⇒ a* ↑
 f ↑ ⇒ a* ↓
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施行活動の強化と順守水準

 施行活動の強化によって、必ずしも順守水準は
増加しない。むしろ、施行活動を強化させること
で順守水準が低下してしまうことがある。

 m ↑ ⇒ a* ↑
 m ↑ ⇒ a* ↓
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覚えておくべきこと

 罰金を増加させたり、監視活動を強化することが、
いつも環境改善に結びつくわけではない。

 妨害工作をすることができる場合、目的とは反
対の結果が導かれるかもしれない。
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自主申告制度

 行政は、環境基準に違反した企業に違反を自主
申告することを奨励している。

 例えば、US EPA は企業に自主申告プログラムに参
加することを奨励しており、プログラムに参加した企
業が違反を犯した場合には、一定の条件下では企業
の罰則を問わないこととしている。

 どうしてこのような自主申告制度が利用されてい
るのだろう。
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計算例

 環境対策費用

 Ｃ = c・x
 ｃ = 対策費用の単価

 x = 環境対策水準

 違反確率

 π = 1 / x
 対策をすると違反を犯す可能性が低くなる。
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期待罰金額

 企業の数 = N
 監査頻度 = 1 / N
 監査を実施すると、確実に違反を見つけることができ、企
業の対策水準についても知ることができると仮定する。

 罰金額 = f
 期待罰金額 = F
 F = (1 / N)・π・f

= （π・f ） / N
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費用最小化問題（自主申告なし）

 TC0 = C + F
= c・x + （π・f ） / N
= c・x + f /（N・x）

 費用最小化問題
 ｄＴＣ / dx = c － f /（ N・x２ ） = 0
 環境対策の限界費用 c と 環境対策の限界便益（罰則金
の減少額） f / （ N・x２ ） が一致する。

 最適解： x0 = （ｆ / c・N）-1/2

 企業は自主申告制度が無い状態では、この環境対策水
準を選択する。
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違反確率と対策費用

 最適な環境対策水準（企業は自主的にこの水準
を選択する）

 x0 = （ｆ / c・N）-1/2

 違反確率（企業の選択の結果、この違反確率が
観測される）

 π0 = （c・N / f ）-1/2

 対策費用

 ＴＣ ０ = 2・（c・ｆ / N）-1/2
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自主申告制度

 自主申告時に環境対策水準が判明する。

 違反をしたことを企業が正直に自主申告し、一
定水準の環境対策をとっていたことを証明でき
たなら、違反の罰則適用は免除する。

 こうした自主申告制度を利用することによって、
行政は企業により厳しい環境対策にコミットさせ
ることができる。
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費用

 自主申告をしたら違反が不問となる場合、企業
の費用は対策費用のみとなる。

 ＴＣ １ = c・x１

 x１ は、自主申告制度のもとで、企業が達成しなけれ
ばならない対策水準である。

 x１ を達成している限り違反をしても罰則が科されない
ので、 x１ を達成しているようなら企業は違反を正直
に報告する。
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要請できる環境対策水準

 自主申告制度がない場合と費用が同じになる場
合を考えてあげる。
 ＴＣ １ = ＴＣ 0

 c・x１ = 2・（c・ｆ / N）-1/2

 x1 = 2・（ｆ / c・N）-1/2 ＞ （ｆ / c・N）-1/2 = x0

 自主申告制度のもとで2倍厳しい環境対策水準を要
請しても、企業の費用は自主申告制度の無い場合と
同じになる。

 これは要請される基準を守っていれば罰則が適用さ
れないためである。
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違反確率の低下

 行政は自主申告制度の下でより厳しい環境対
策を要請できる。

 企業がより厳しい環境対策をとるようになると、
違反確率は低下する。

 x1 > x0

 π ＝ 1 / x
 π1 ＜ π0
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自主申告しない企業への対応

 自主申告をしてこない企業については、どの様な水準
の環境対策を実施しているかは監査しないと分からな
い。

 自主申告をしない企業の数をN^とすると、自主申告をし
ない企業は確率（１/N^）で監査されるので、その費用は
以下の様になる。
 ＴＣ^ = 2・（c・ｆ / N^）-1/2

 N^ < N が満たされる場合、自主申告制度を用いない場
合の費用より大きくなる。
 TC1 < 2・（c・ｆ / N）-1/2 =ＴＣ 0 ＜ TＣ^ = 2・（c・ｆ / N^）-1/2

 つまり、自主申告制度のもとで1社でも違反を自主申告するよう
なら、要請される環境対策を選択しないのは割が合わない。
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Kaplow and Shavell (1994)
 なぜ自主申告が有効か？

 自主申告制度が導入されると、違反を正直に申告し
てきた企業に対して監査をしなくて良くなる。

 浮いた分の監査費用を、自主申告を行わない企業の
監査に振り向けることが出来る。

 従って、監査能力を向上させることができる。

 また、企業はどの程度の罰則が適用されるかあらか
じめ正確に知ることができるので、環境対策に励むよ
うになる。
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Malik (1993)
1. 監査費用が大きい

2. 監査が不正確である

3. 懲罰を適用するための費用が大きい

4. 罰則上限が小さい

といった場合に、自主申告制度を利用するのが
好ましいと述べている。
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環境規制順守のパラドクス

 環境規制の施行の特色として、

 監査はめったに実施されない

 違反が発見されても科される罰金はごく僅かである

といった点が上げられる。

 しかし、環境規制の違反はそれ程頻繁に発生し
ない。なぜだろう？
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Inspection Leverage
Harrington (1988)

 企業と行政の付き合いは1年間で終わるよなも
のではない。Harringtonは、多期間にわたって
監査活動が実施される場合を、Markov Model 
を利用して分析した。

 彼の分析結果は、環境規制順守のパラドクスに
関する説明をしてくれている。
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Inspection Leverage
 規制を順守したグループ（Group 1）と順守しな
かったグループ（Group 2）を差別的に取り扱い、
施行活動の能力を向上させようとするもの。

 つまり、規制を順守したグループを優遇し、低い確率
で監査し、低い罰則金を適用する。

 一方で、規制を順守しなかったグループは冷遇し、高
い確率で監査し、高い罰則金を適用する。
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Markov Model

Group 1 Group 1

Group 2 Group 2

時点 = t 時点 = t + 1
①

②

③

④

① 監査されない 或いは 監査されたが違反なし

② 監査されて違反が発見

③ 監査されたが違反なし

④ 監査されない 或いは 監査されて違反が発見
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グループ間の推移確率

順守 非順守

Group 1 Group 2 Group 1 Group 2

Group 1 tc11 = 1 tC12 = 0 Group 1 tv11 = 1- P1 tv12 = P1

Group 2 tc21 = P2・u tc22 = 1 – P2・u Group 2 tv21 = 0 tv22 = 1

Group 1 の企業は確率P1で監査される。

Group 2 の企業は確率P2で監査される。

Group 2 の企業は監査の結果、順守が認められると確率 u で Group 1 に復帰
できる。
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Payoff Matrices
 C = 順守費用

 F1 = Group 1 に対する罰金

 F2 = Group 2 に対する罰金 （F2 ＞ F1）

Group 1 Group 2

順守 違反 順守 違反

監査なし C 0 C 0

監査あり C F1 C F2
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企業の戦略

 戦略１

 どちらの Group に所属している場合でも順守する。

 戦略2
 Group 1 に所属している場合は順守し、Group 2 に所属してい

る場合は違反する。

 戦略3
 Group 2 に所属している場合は順守し、Group 1 に所属してい

る場合は違反する。

 戦略4
 どちらの Group に所属している場合でも違反する。

 どの戦略をとることが得策か？
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企業の期待費用

 Ｅ１ = 順守をした場合の期待費用

 Ｅ２ = 違反をした場合の期待費用

 β = 割引率

最初に所属するGroup

Group1 Group 2

順守 E1 = c + β（tc11E1+tc12E2） E2 = c + β（tc21E1+tc22E2）

違反 E1 = p1F1+β（tV11E1+tv12E2） E2 = p2F2 + β（tv21E1+tv22E2）
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企業の期待費用

 それぞれの戦略の期待費用は、4つの連立方程式の解とし
て与えられる。

 例： 必ず規制を順守する戦略

最初に所属するGroup

Group1 Group 2

順守 E1 = c + β（tc11E1+tc12E2） E2 = c + β（tc21E1+tc22E2）

違反 E1 = p1F1+β（tV11E1+tv12E2） E2 = p2F2 + β（tv21E1+tv22E2）
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行政の問題

 行政は、監査確率（P1 ，P2）、復帰確率（u）、 罰
金額（Ｆ1 ，Ｆ2）を調整してなるべく効率的に施行
活用を行いたい。
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覚えておくべきこと

 順守をした企業と違反をした企業の間で差別的
な取り扱いを行うことによって、Leverage（梃子）

を利かせることによって、施行費用の有効利用
が図れる。

 実際、行政は過去の違反歴に応じて企業の差
別的な取り扱いを行う。


